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計画全体に対する進捗

100.0

　残りの緑地やトイレ等の利便施設がまだできておらず、一部暫定供用を開始しているが未だに不便な状況等である
ため、総合的な効果を発揮できていない状況である。しかし、阻害要因がないことから、早期に効果が発揮できるよ
う事業費を確保し、計画的に事業を進め早期の完成を図る。
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〈  年  月変更〉

995

　一部暫定供用を開始している15,300m2の緑地(通路、芝生、植栽、遊具等)は商業施設・温浴施設・ガラス工房・八
戸港を周遊する観光船の発着場と隣接しており、全体的に賑わいをみせてきている。

● ○ 再評価後
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八戸港港湾環境整備事業　緑地(沼館)

120.0

0

年次計画に対する進捗
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547
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事業目的

　港湾施設の老朽化及び他地区への機能移転などにより、活況が薄れ遊休地が生じたことから、商業・文化・観光の
結合複合化による質の高い新しい都市空間への更新を図ることとした八戸市の再開発地区計画と併せて、ウォーター
フロントの活用による、市民が集い憩える、賑わいのある複合空間の創出を図る。

事業方法

終了予定年度

国庫補助 その他

採択年度
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66.7

長期継続○

説    明

事業効果
発現状況

問題点・
解決見込み

年度

１　事業概要

事 業 名

事業種別 港湾事業

整理番号

担当部課名 県土整備部
電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

０１７ ７３４ ９６７６

kowan

主な内容

事 業 費

事業の進捗状況

２　評価指標及び項目別評価

計　　　画

（うち用地費）

（１）　事業の進捗状況

主要工種
毎割合
（事業費）

緑地　　（　　 969百万円）

用地費　（　　 547百万円）

　　　　（　　　　百万円）

市町村

253

456

1,263

1,516

91

547

547

公共事業再評価調書

再評価実施要件

港湾空港課

その他

県単独 財源・負担区分
50
33.3

○県事業主体

地区名等

年度

平成 16 3

平成 9平成 8 年度 ／

平成

㎡

基

棟

平成 17 年度〉)年度

増    減

㎡

基

（単位：百万円）○当初計画時総事業費

１５年度 １８年度～

1,516

～１４年度 合　　計小　計１７年度１６年度

（うち用地費）

実　　　績

　八戸港港湾環境整備事業の緑地（沼館）については、平成８年度に事業着手し、護岸と緑地1.53haが完成（平成１
３年度から一部暫定供用開始：15,300m2）している。計画全体に対する進捗率は84.4%となり、引き続き緑地の整備
（通路・芝生・植樹・トイレ等）を順次行う予定で、平成１９年度の完成が見込まれている。

100.0

0

事　業　費　割　合

工事着手用地着手平成 8

工期変更

基

7,100

1

1

事業内容については、当初計画時と変更はない。
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a  ． b 

Ｃ

百万円

百万円

　平成１０年度新規事業から費用対効果分析を行っていることから、当事業は平成８年度着手のため、採択時の費用対効果分析は
行っていない。

【費用対効果分析における特記事項】

適 時 性

　八戸港の港湾計画に位置付けられ妥当性・適合性を市及びその他に広い範囲で了承されており、青森県
が管理者となっている重要港湾で県が整備すべき事業である。
□八戸港が工業地帯に特化し、緑地整備率が低い状況から、環境の向上に対する市民の意識・要望は高ま
り、景観に配慮し、親水性を備えた緑地等への環境改善等が望まれている。また、緊急性が高い沼館地区
の再開発のため、周辺の大規模商業施設等の市街地空間や港湾施設等と一体となった緑地の整備を進める
ことが必要不可欠である。

整理番号 Ｈ17－33

【県内の評価】

　八戸市は人口約25万人を擁する主要な産業都市であり、
特に八戸港は重要港湾に指定されており、平成８年のＦＡ
Ｚの指定、平成９年の国際交流インフラ推進事業の選定、
平成１５年には総合静脈物流拠点となる等、物資流通及び
産業経済の拠点としての役割は一層高まるものと期待され
る。

（２）　社会経済情勢の変化

　八戸市の沼館地区再開発地区計画の目標である、商業・文化・観光の結合複合化による質の高い新しい都市空間へ
の更新を図るため、周辺の大規模商業施設等と一体となる良好な港湾環境の形成により、工業系・物流系機能と市街
地空間の連続的一体性が確保されるものと期待される。

Ｃ

（２／３）

百万円

百万円

百万円

百万円

　県内の主要港湾である八戸港は、物資物流及び産業経済
の拠点としての役割は一層高まるものと期待される一方、
臨海部での憩い安らぎ空間、親水空間が求められ、更なる
良好な港湾環境の形成が期待される。

　当該事業の効果発現に関連する大規模商業施設等が隣接して立地するなど、早期に市街地空間との一体
的利用への要望等、市民のニーズが高まり、計画時よりも適時性が高まっている。

　港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（平成16年6月　国土交通省港湾局）による。

社
会
的
評
価

全国・本県に
おける評価

当地区にお
ける評価

必 要 性

百万円

百万円

0

0

百万円

百万円

Ａ Ｂ

a  ． b 

　周辺市町村から県、国等への要望があり、地元の推進体制が整っている。また、港湾関係者等との調整
が順調に推移しており、地元住民による反対運動等がない。

a  ． b 

　八戸港における緑地率の向上が図られ、施設の老朽化の改善、利用性の向上により、地域住民・周辺就労者の憩い
の場として環境改善された場所が提供できる。

Ｂ

百万円

百万円

地 元 の
推進体制等

効 率 性

Ａ（３）　費用対効果分析の要因変化

増　　減

1,766 百万円

百万円

百万円

百万円

百万円百万円

Ｂ ／ Ｃ 6.49

【全国の評価】

便益項目
（Ｂ）

【費用対効果分析手法】（分析手法、根拠マニュアル等）

百万円

（４）

（５）

百万円

11,466 百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

区  分 主  な  項  目 当初計画時 再評価時

費用項目
（Ｃ）

（１）建設費、維持管理費

（２） 百万円

1,766

百万円

百万円

（３） 百万円

百万円 1,766百万円 1,766       

0

0

百万円

百万円 0

0

11,466

0

（１）交流・レク機会増加便益、残存価値

（２）

総 費 用 -           

（３） 百万円

（４）

0

総 便 益 -           百万円 11,466      百万円 11,466

（５）



・ ・

・ ・

● ○ ● ○

（３／３）

　物流機能や生産機能を中心とした工業地帯として発展してきたため、緑地の整備率が低い。また、大規模商業施設
等が立地し、内外から人々の交流が盛んな地域になってきており、景観に対する配慮が特に重要な場所となってい
る。

a  ． b 

（１）対応状況

地域区分 Ｈ５ｆ

（１）対応状況 配慮していない配慮している

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

代 替 案

【代替案の検討状況】

【コスト縮減の検討状況】

コスト縮減

Ａ

　港湾事業に対するヒアリングや各種会議等を実
施し、住民の意見・要望等を把握している。

a  ． b 

委員会意見

　再生材の使用、土砂搬出量の抑制、経済比較による使用製品の決定等、コストの縮減が十分図られてい
る。

整理番号

a  ． b 

Ｂ

Ｈ17－33

Ｃ

対応方針（案）を修正すべき

住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

環境影響
への配慮

【地域別環境配慮指針への対応】

【住民ニーズ・意見】

・騒音、振動、土ぼこりの発生防止、廃油流出防止
等、周辺環境等に配慮する。
・搬出入土砂量の抑制、生態系への配慮、交通渋滞・
交通公害の発生防止、土壌汚染対策等に努める。

○●

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備    考

沼館周辺は県及び市が連携して再開発を行ってきており、周辺の大規模商業施設等の市街地空間等と一体化を図る
ためには本事業での緑地等の整備が必要不可欠であり、急務である。更には、八戸港が工業地帯に特化してきたこと
による親水・やすらぎ空間等の緑地不足の解消を早急に図り、港湾環境の向上、市民・港湾就労者等のニーズに応え
る必要があるため、継続して事業を進めることが適当である。

評価理由

総合評価

●

●

評価理由

委員会評価

a  ． b 

Ａ Ｂ Ｃ

　主な意見は・要望は次のとおり。
・八戸港には緑地が少ないので、緑地を整備して欲し
い。
・景観や環境に配慮して整備して欲しい。

○継続

○ 中止 ○○

○ 中止

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

　物流機能や生産機能を中心とした工業地帯の中で、緑地率の向上、港湾施設・その他の周辺施設との一
体性や、産業の向上と共に環境の改善等を図る必要があるため、代替となるものがなく、妥当であると考
える。

計画変更

継続

対応方針（案）どおり ○

４　公共事業再評価審議委員会意見

計画変更

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

休止（林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

（２）対応内容 （２）対応内容

配慮している 配慮していない

　親水性を考慮しながら、近年注目されつつある
「みなとのまちづくり」に相応しい景観となるよ
う配慮する。八戸港が築き上げた歴史的自然環境
に配慮する。


